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研究成果の概要（和文）：農産物貿易の自由化は、輸出国と輸入国双方における農業の生産や経済面だけはな
く、自然環境と社会環境にも影響を及ぼす。本研究では、農産物貿易自由化が、自然環境と社会環境にも及ぼす
影響を総合的に実証分析した。農産物貿易が自然環境と社会環境に及ぼす影響を経営段階のミクロレベルや国全
体のマクロレベルで実態分析と定量分析する手法の開発と適用を行い、日本の農産物貿易交渉力強化に資する基
礎的知見を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：The liberalization of agricultural trade impacts not only on the production 
and economic aspects of agriculture in both exporting and importing countries, but also impacts on 
the natural and social environment in both exporting and importing countries. In this study, we 
contribute to the debate on comprehensively analyzing the impact of the agricultural trade 
liberalization on natural and social environments. We develop and apply qualitative and quantitative
 methods for evaluating the impacts resulting from agricultural trade liberalization on natural and 
social environments both on the macro and micro level in order to contribute designing the 
enhancement of agricultural trade negotiation power.

研究分野：農業経済学

キーワード： 環境分析

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は、農産物貿易自由化が農産物輸出国と農産物輸出国の双方において、自然環境だけで
はなく社会環境にも及ぼす影響の実証分析を、日本の農業経済学界において、初めて本格的かつ総合的に試みた
点である。主要な研究成果はインパクトファクター付き国際学会誌に英文論文として発表され、国際的にもみて
もインパクトを与える研究に展開して行く可能性も期待される。こうした学術的意義だけではなく、研究成果を
政策や社会的意見形成へ繋いで行くことにより、エビデンス・ベースドの政策立案に資するという社会的な意義
や貢献も期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）わが国の既存研究をみると、マクロ的な視点で、FTA締結などを通じた農産物貿易自由
化が農業生産由来の窒素などの環境負荷に及ぼす影響を部分均衡分析で解明した例や、本研究
代表者・研究分担者らによる一般均衡分析を試みた例などがみられる。国際的にみても、こう
したマクロ的な視点からの部分均衡分析や一般均衡分析の研究例は多数存在する。このように、
わが国の既存研究では、農産物貿易自由化が輸入国側である日本の自然環境面へ及ぼす影響の
研究が中心である。 
 
（２）しかし、輸出国側への影響を、マクロ的視点と同時に、米国などの輸出国側における輸
出・生産の拡大に伴う不法移民労働の雇用拡大やこれに伴う低賃金や長時間労働の強制などの
社会環境実態をミクロ的な視点も導入して、解明しようとする本研究のような例は、わが国で
は皆無に等しい状況にあった。 
 
（３）本研究課題の着想に至った背景には２つある。一つは、日本政府が TPP交渉に参加し、
今後の農産物貿易交渉のあり方について、国民的な関心もより強く高まっていたという背景で
ある。こうした中で、農産物貿易自由化を巡る問題を総合的に実証分析し、日本の農産物貿易
交渉力強化に資する基礎的知見を提供することは重要な社会的意義があるものと考えた。2013
年度の日本農業経済学会大会の学会長講演でも、研究成果を政策や社会的意見形成につなぐ方
策の必要性、そのためのエビデンスベースドの政策の立案・実行をサポートする科学としての
農業経済学のあり方の積極的な考慮の必要性が指摘されている。 
 
（４）二つめの背景は、本研究代表者・分担者らの研究実績と関係する。本研究代表者・分担
者らは、農産物貿易が自然環境面に及ほす影響、農業と自然環境を巡る経済分析に携わった実
績が数多くある。これらの研究実績で、特にマクロ的な視点からの研究は、インパクトファク
ター付き英文国際学術誌を含む内外学会誌の査読付き原著論文として多数発表し、学術図書と
しても出版したところである。ミクロ的な視点での社会環境に及ぼす研究についても、本研究
の国際共同研究者と研究代表者による米国農場で雇用されたメキシコからの不法移民の労働環
境実態を解明した先駆的実績がある。 
 
（５）これら研究実績を踏まえ、農産物貿易自由化が、自然環境だけではなく社会環境にも及
ぼす影響を総合的に分析し、日本の農産物貿易交渉力強化に資する基礎的知見を提供するとい
う本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、農産物貿易自由化が、自然環境だけではなく社会環境にも及ぼす影響を総
合的に実証分析し、日本の農産物貿易交渉力強化に資する基礎的知見を提供することである。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、農産物貿易自由化が、自然環境だけではなく社会環境にも及ぼす影響に関する研
究サーベイと実態調査を実施した。具体的には、まず国内外の学術論文・文献を、電子ジャー
ナルなどを利用してサーベイし、また学会参加なども通じて関連する最新の研究情報を入手し
た。分析対象となる事例に係る実態調査を、日本や韓国等で実施した。 
 
（２）以上を踏まえ、本研究では、農産物貿易自由化が環境に及ぼす影響を、次の２つの座標
から分析した。１つ目は、自然環境への影響と社会環境への影響という軸である。２つ目は、
農業生産現場の実態における影響というミクロ的視点と、このミクロ的視点を踏まえた国全体
への影響というマクロ的視点という軸である。これら２つを軸にし、本研究では、農産物貿易
自由化が、輸入国だけではなく、輸出国にも自然環境のみならず社会環境にも影響を及ぼす可
能性を、実証的に解明した。 
 
４．研究成果 
（１）詳細なインタビュー調査に基づいて、メキシコ人などの中南米から米国へ移民した農業
労働者の雇用実態を分析した。先進国で主として農産物輸出国側である米国において、不法移
民の農業雇用における低賃金労働、長時間労働、さらには移民労働者の基本的人権への配慮を
欠いた劣悪な労働環境実態の一端が明らかとなった。 
 
（２）農村からネパール・カトマンズへの移住者の農業就業に関し、その営農状況と遠隔地農
業から都市農業への労働力移動が貧困脱却手段となりうる可能性を分析した。途上国のネパー
ルにおいて、農村から都市への移住者が労働集約的基幹作物を作付すると共に地域資源を利用
した家畜飼養を営んでおり、移住後の所得水準に大きな改善は見られないとはいえ、移住者は
子供の教育環境の改善などによって、移住後の生活水準が向上した実態の一端が明らかとなっ
た。 
 



（３）フェアトレードやアニマルウェルフェア、環境保護に資する商品といった倫理的消費の
市場形成は、地産地消とも結びつきやすく、農産物貿易にも影響を及ぼす点に着目し、倫理的
消費が社会に定着するプロセスを、倫理的消費の取り組みに先進的と考えられるイギリスでの
現地調査で分析した。イギリスではキャンペイナーが起点となって、重要な役割を果たすこと
で、倫理的消費が問題化・制度化されるシステムがあることが示唆された。 
 
（４）農産物貿易自由化が自然環境に及ぼす影響のマクロ経済分析として、米国を含んだ環太
平洋パートナーシップ（TPP）協定締結が温室効果ガス排出量に及ぼす影響評価を試みた。GTAP
のモデルとデータを用い、米国を含んだ全 TPP 加盟国が全関税を撤廃するシナリオで分析した
結果、全 TPP 加盟国および全世界において温室効果ガス排出量が増加する可能性が示唆された。 
 
（５）先進国では発展途上国に対する特恵的市場アクセスが整備され、日本では 2007 年度より
特別特恵関税制度が変更された。具体的には後発開発途上国(LDC)からの輸入品に対し、殆どの
品目において関税の無税無枠措置が拡大され、新たに対象品目となった品目の内、95%以上が農
産物・食料品に分類されている。本論文では、日本の農産物・食料品輸入を対象に、この特別
特恵関税制度変更による貿易創出果と貿易転換効果を分析した。特別特恵関税制度変更による
貿易創出効果と貿易転換効果が示されると共に、特に、こんにゃく芋の輸入においては、LDC
以外の発展途上国から LDC への貿易転換効果が確認された。 
 
（６）農産物貿易が社会環境と自然環境へ及ぼす影響についての国民評価分析として、日本人
を対象に、ウェブ調査のアンケートデータを用い、計量モデル分析を試みた。日本人は社会環
境の 1つである農業の労働環境改善よりも、農業の自然環境改善の方に重きをおいている点が
示唆された。 
 
（７）主な研究成果は、日本国内の学会だけはなく、複数の国際学会で発表された。また査読
付き雑誌論文も日本語論文として日本国内誌で掲載されるのみならず、英文論文として複数の
国際誌に掲載された。掲載された国際誌の中には、インパクトファクター付きの国際誌（5.主
な発表論文等〔雑誌論文〕の[8,15,17,19]など）も含まれる。 
 
（８）今後の研究展望としては、今回得られた多様な基礎的な学術的知見を、農産物貿易交渉
力強化にどう活用していくかの方法、農産物貿易が自然環境に影響を及ぼし、さらにその影響
が社会環境に及ぼす影響（逆に社会環境が自然環境に及ぼす影響）など、農産物貿易が２つの
環境影響間の相互作用に及ぼす影響分析などが、重要で興味深い研究課題である点などが示唆
された。 
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